
8 6.85 －－－成　果（効果･予測）

救命率の向上と傷病者の早期回復を図ることができま　 名称 救急車定期消毒回数 単位 回
す。 活

内容説明 救急車両内及び資機材定期消毒回数動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 84 84 84指標値
2

実　績 84 84 －－－

名称 救急資機材点検日数 単位 日
活

内容説明 救急資機材の日常点検日数動

課　題 指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

・救急現場での救急救命士による医療行為拡大に伴い、 標 予　定 365 365 365指標値
　消防隊と救急隊の連携が高度化しているため、隊員の 3

実　績 365 365 －－－　知識・経験の向上を図る教育訓練を継続的に実施する

　ことが必要です。 名称 単位
・多数の傷病者が発生した事案において、適切な活動が 活

内容説明　できるよう訓練が必要となります。 動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
31年度 Ⅰ：現状のまま継続 2年度 Ⅰ：現状のまま継続 3年度 Ⅰ：現状のまま継続

・救急出動指令により、迅速に出動し、傷病者に適切な処置を行い医療機関へ早期搬送できるよう努めます

。

・救急現場で隊員が新型コロナウイルス等感染症に罹患しないよう、感染防止対策を徹底します。
今後の方針等

令和３年度　事務事業評価表
9735

一般会計

事務事業名 救急活動事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

消防署 消防署管理課 庶務係 田中　一哉

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全で安心して暮らせるまち

総合計画体系 個別目標 暮らしの安全を守る

めざす成果 十分な消防力が整っている

消防組織法

根拠法令 名　称 消防法・救急救命士法

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和39年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

各種災害等で救急出動要請をした傷病者 2年度（決算額） 3年度（決算額） 4年度（予算額）
事業費 11,415 13,473 11,126

人件費 417,685 354,643 408,301

目　的 総事業費 429,100 368,116 419,427

病気又は怪我による傷病者に、救命処置等を実施しなが 4年度事業費（予算額）財源内訳
ら、医療機関に搬送することで、救命率の向上を図りま 国支出金 2,032

す。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・救急隊を６隊配置し、傷病者に応急処置又は救命処置 その他 0

　を行い、迅速に医療機関へ搬送します。 一般財源 9,094

・重度傷病者の収容時及び心肺機能停止状態の傷病者が 合　計 11,126

　発生した時などは、消防隊との連携により救急活動を ３.活動内容
　行っています。 名称 救急出動時の現場到着時間 単位 分

活
内容説明 指令から現場到着までの平均所要時間（10進法）動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 5.89 5.93 6.31指標値
1

実　績 6.1



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

31年度 2年度 3年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
市民の生命を守るための救急環境（人員・資機材等）を備えることは、市が行う責任

があります。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

31年度 2年度 3年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 各種訓練及び資機材の点検を行うことで安全、確実、迅速に業務を行っています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

31年度 2年度 3年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
市民の生命を守るための救急環境（人員・資機材等）を備えるために必要な経費であ

るため適正な水準であると判断します。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

31年度 2年度 3年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
出動要請を受けた傷病者を救命するために出動し、必要な応急処置を行い、適切な医

療機関へ搬送しており、受益は公平であり負担も適正であると判断します。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

31年度 2年度 3年度 Ｂ：社会的配慮は行っているが、まだ不十分である。

社会的配慮
救急現場において発生する感染症廃棄物の処分については、業者に委託し適正に処理

するなど社会的配慮を十分に行っていますが、感染性廃棄物の発生を抑制する余地が
Ａ Ａ Ｂ

あります。



自主防災組織の活動が活性化します。 動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 150 149 149指標値
2

実　績 8 13 －－－

名称 訓練参加者数 単位 人
活

内容説明 訓練参加延べ人数動

課　題 指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

・地震が発生した場合に被害を軽減するためには、自　 標 予　定 5,500 5,500 5,500指標値
　助・共助の役割が非常に重要となります。そのために 3

実　績 208 249 －－－　自主防災訓練の訓練実施率を上げる必要があります。

・市内に設置したスタンドパイプ消火資機材等が有事の 名称 単位
　際、市民の方々が使用できるよう取扱い訓練を継続的 活

内容説明　に実施すると共に、維持管理を行う必要があります。 動

・令和３年度は、新型コロナの影響で訓練実施数及び参 指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

　加者が減少したものと推測される 標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
31年度 Ⅰ：現状のまま継続 2年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 3年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

・地域防災訓練の実施回数は新型コロナウイルス感染拡大前の平成３０年度は４６回でしたが令和元年度の

３４回以降、令和２年度２回、令和３年度６回と大幅に減少していることから、コロナ禍でも訓練指導を行

なえることをホームページ等で周知啓発します。
今後の方針等

また、訓練実施以外にも地域防災力を維持するために、情報発信型の活動も並行して検討します。

・スタンドパイプ消火資機材の認知度を高める周知啓発活動を継続して行うとともに、新たな担い手の育成

を図る取組みを行います。

【第2期「健康都市やまと」まち・ひと・しごと創生総合戦略関連事業】

令和３年度　事務事業評価表
9737

一般会計

事務事業名 地域防災訓練事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

消防署 消防署管理課 庶務係 田中　一哉

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全で安心して暮らせるまち

総合計画体系 個別目標 災害への対応力を高める

めざす成果 災害に対して自ら備えをしている

災害対策基本法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成03年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

自治会、自主防災組織等の市民 2年度（決算額） 3年度（決算額） 4年度（予算額）
事業費 3,857 2,288 9,107

人件費 2,311 128,643 76,662

目　的 総事業費 6,168 130,931 85,769

地震災害などに備えるため、市民の防火防災に対する知 4年度事業費（予算額）財源内訳
識や技術を高めます。 国支出金 0

県支出金 2,320

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・自主防災組織の要望により訓練習熟度に合わせた初期 その他 0

　消火訓練、負傷者救護訓練、心肺蘇生訓練、地震体験 一般財源 6,787

　訓練等の地域防災訓練を指導します。 合　計 9,107

３.活動内容

名称 訓練実施数 単位 件
活

内容説明 訓練申込件数動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 55 55 55指標値
1

実　績 2 6 －－－成　果（効果･予測）

・市民一人ひとりが訓練を通じ、知識や技術を高めるこ 名称 訓練実施組織数 単位 組織
　とにより、大規模災害時の地域防災力の向上につなが 活

内容説明 訓練参加延べ組織数　るとともに、



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

31年度 2年度 3年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
地域防災力の向上には、統一した指導や助言が必要なことから市の関与が必要です。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

31年度 2年度 3年度 Ｂ：成果を上げる余地が一部ある。

事務事業の成果 新型コロナウイルスの影響で地域防災訓練実施回数が減少しており、新型コロナ禍で

集合訓練ができない状態であっても、訓練と同等の効果が持てるように動画を製作製
Ａ Ａ Ｂ

して公開することや、訓練が安全にできる体制が整っていることをホームページで周

知啓発をすることで成果を高められる余地があります。

評価結果 事業費、人件費は適正か。

31年度 2年度 3年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
大規模地震等の災害発生時に、自主防災活動が行えるよう地域防災訓練の指導に必要

な資機材と人員が整っていることから適正な水準と判断します。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

31年度 2年度 3年度 Ｂ：一部見直しが必要である。

受益・負担の公平性
市内の全自主防災会が対象であり、指導は要請により行うため、重複した場合、指導

人員や訓練用資機材に限りがあるため日程等の変更をお願いする場合があります。
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

31年度 2年度 3年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
市民参加を促すため、地域防災訓練の当日に地区内の広報を行うと共に、訓練の実施

状況をホームページで公開するなど市民への情報提供を行っています。
Ａ Ａ Ａ

また、煙体験では、実際の煙ではなく、環境に配慮した専用のスモークマシンを使用

するなど、環境への負担軽減を図っています。



容説明 各車両の３，６，９，１２ヶ月点検及び車検回数動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 85 84 85指標値
2

実　績 85 83 －－－

名称 車両及び積載品の日常点検 単位 日
活

内容説明 緊急車両の機関状態及び積載品の点検動

課　題 指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

・特殊機能を持つ消防車等が故障すると、安全確実な活 標 予　定 365 365 365指標値
  動ができないばかりか、修理費用も高額になります。 3

実　績 365 365 －－－・10年以上使用している車両もあるため、車両法定点検

  項目以外の保守点検及び維持補修を行う必要がありま 名称 単位
　す。 活

内容説明動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
31年度 Ⅰ：現状のまま継続 2年度 Ⅰ：現状のまま継続 3年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

・引き続き適切な車両の維持管理に努めます。

・緊急自動車の事故は、市民生活に影響を及ぼすことが大きいことから、車両運転に関わる研修等を設け、

緊急自動車の物損事故ゼロを目指します。
今後の方針等

令和３年度　事務事業評価表
9692

一般会計

事務事業名 消防車両維持管理事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

消防署 消防署管理課 庶務係 田中　一哉

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全で安心して暮らせるまち

総合計画体系 個別目標 暮らしの安全を守る

めざす成果 十分な消防力が整っている

消防組織法

根拠法令 名　称 道路運送車両法

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和39年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

消防車、救助工作車、救急車等の車両 2年度（決算額） 3年度（決算額） 4年度（予算額）
事業費 50,262 24,460 52,460

人件費 80,844 104,689 107,623

目　的 総事業費 131,106 129,149 160,083

消防車両等を適切に維持管理します。 4年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・消防車両等の法定点検・修理・燃料補給及び救急車に その他 0

　積載されている医療機器並びに、はしご車の保守点検 一般財源 52,460

　などを計画的に実施します。 合　計 52,460

３.活動内容

名称 保守点検回数 単位 回
活

内容説明 積載器具等の保守点検回数動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 17 15 16指標値
1

実　績 17 15 －－－成　果（効果･予測）

・消防車両を常時出動可能な状態にしておくことで、災 名称 車両法定点検回数 単位 回
　害に即応することができます。 活

内



年度

標 予　定 470 491 413指標値
2

実　績 491 413 －－－

名称 消防資機材点検日数 単位 日
活

内容説明 消防資機材の日常点検日数動

課　題 指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

・災害が多種多様化しており、現状に即した有効な災害 標 予　定 365 365 365指標値
　活動ができるよう訓練を行い、消防力を強化する必要 3

実　績 365 365 －－－　があります。

・現場経験のみに頼らず、火災性状や注水技術等につい 名称 単位
　て知識等を習得できるよう署内研修を行う必要があり 活

内容説明　ます。 動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
31年度 Ⅰ：現状のまま継続 2年度 Ⅰ：現状のまま継続 3年度 Ⅰ：現状のまま継続

大規模災害を想定した訓練等を実施するとともに、署内研修等を実施し災害対応力の強化を図ります。

今後の方針等

令和３年度　事務事業評価表
9733

一般会計

事務事業名 消火活動事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

消防署 消防署管理課 庶務係 田中　一哉

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全で安心して暮らせるまち

総合計画体系 個別目標 暮らしの安全を守る

めざす成果 十分な消防力が整っている

消防組織法

根拠法令 名　称 消防法

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和39年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民、市内建築物等 2年度（決算額） 3年度（決算額） 4年度（予算額）
事業費 2,735 2,771 3,046

人件費 627,871 513,101 542,864

目　的 総事業費 630,606 515,872 545,910

火災による被害の軽減を図ります。 4年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

出動指令に基づき、指揮隊、消防隊、救助隊及び救急隊 その他 0

が出動し、迅速に消火活動を行います。また、火災の規 一般財源 3,046

模に応じて出動車両を増隊させます。 合　計 3,046

３.活動内容

名称 火災出動時の現場到着時間 単位 分
活

内容説明 指令から現場到着までの最先着部隊の平均所要時間（10進法）動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 5.75 5.64 6.19指標値
1

実　績 6.23 6.58 －－－成　果（効果･予測）

災害による被害を軽減することができます。 名称 警防調査回数 単位 回
活

内容説明 地理状況調査、水利調査、中高層建物調査等動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4



　績 6.08 5.98 －－－成　果（効果･予測）

迅速かつ的確な救助活動を行うことにより、市民の生命 名称 救助訓練回数 単位 回
又は身体の危険を排除します。 活

内容説明 救助訓練を実施した回数動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 412 412 607指標値
2

実　績 769 641 －－－

名称 救助資機材点検日数 単位 日
活

内容説明 救助資機材の日常点検日数動

課　題 指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

・近年、大規模災害及び特殊な災害が危惧される状況で 標 予　定 365 365 365指標値
　あるため、更なる研究、訓練などが必要です。 3

実　績 365 365 －－－・隊員の育成には訓練は必須であるため訓練用資機材の

　更新整備が必要となります。 名称 単位
・救助工作車が更新から14年を経過し、積載している資 活

内容説明　器材が経年劣化による修理が多く、更新が必要です。 動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
31年度 Ⅰ：現状のまま継続 2年度 Ⅰ：現状のまま継続 3年度 Ⅰ：現状のまま継続

安全、確実、迅速に救助活動を行い、市民の生命又は身体の危険を排除します。

今後の方針等

令和３年度　事務事業評価表
9734

一般会計

事務事業名 救助活動事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

消防署 消防署管理課 庶務係 田中　一哉

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全で安心して暮らせるまち

総合計画体系 個別目標 暮らしの安全を守る

めざす成果 十分な消防力が整っている

消防組織法、消防法、高圧ガス保安法、銃砲刀剣類所持等取締法、労働安全衛生法

根拠法令 名　称 救助活動に関する基準、救助隊の編成、装備及び配置の基準を定める省令

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和39年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

災害又は事故などにより生命・身体に危険が及んだ市民 2年度（決算額） 3年度（決算額） 4年度（予算額）
事業費 4,393 4,369 4,395

人件費 199,441 218,963 201,524

目　的 総事業費 203,834 223,332 205,919

災害や事故などから市民の生命・身体を守ります。 4年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

救助出動指令に基づき、指揮隊、救助隊、消防隊及び　 その他 0

救急隊が出動し、救助資機材を活用して救助活動を行　 一般財源 4,395

います。また、事故等の規模により消防隊を増隊しま　 合　計 4,395

す。 ３.活動内容

名称 救助出動時の現場到着時間 単位 分
活

内容説明 指令から現場到着までの最先着隊の平均所要時間（10進法）動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 5.83 5.93 5.96指標値
1

実



6 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

職場内で新型コロナウイルス感染クラスターを発生させ 標 予　定指標値
ないように、飛沫防止、手指消毒等の感染防止対策を行 3

実　績 －－－うとともに、職員の衛生環境を維持するため、老朽化し

ている洗濯機等の計画的な更新が必要となります。 名称 単位
活

内容説明動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
31年度 Ⅰ：現状のまま継続 2年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 3年度 Ⅰ：現状のまま継続

新型コロナウイルス感染防止対策の取組みを継続しながら、消防署員の活動に必要となる良好な職場環境の

維持に努めます。

今後の方針等

令和３年度　事務事業評価表
9736

一般会計

事務事業名 消防活動管理事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

消防署 消防署管理課 庶務係 田中　一哉

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全で安心して暮らせるまち

総合計画体系 個別目標 暮らしの安全を守る

めざす成果 十分な消防力が整っている

消防組織法

根拠法令 名　称 労働安全衛生法

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和39年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

消防署員 2年度（決算額） 3年度（決算額） 4年度（予算額）
事業費 3,537 3,362 3,724

人件費 73,028 71,599 75,037

目　的 総事業費 76,565 74,961 78,761

消防署員の活動に必要な職場環境を整えます。 4年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

隔日勤務する消防署員に貸与する寝具の交換、洗濯、　 その他 0

布団乾燥等の衛生管理をします。 一般財源 3,724
合　計 3,724

３.活動内容

名称 寝具洗濯（年間回数） 単位 回
活

内容説明 シーツ、枕カバー、布団カバーの洗濯（毎月1回）動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 12 12 12指標値
1

実　績 12 12 －－－成　果（効果･予測）

消防署員の健康管理及び衛生管理を図ることで、消防　 名称 寝具乾燥（年間回数） 単位 回
力が維持され、市民を災害から守ることができます。 活

内容説明 寝具一式の乾燥（2か月に1回）動

指 2年度 3年度 (当該年度) 4年度

標 予　定 6 6 6指標値
2

実　績 6


